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3つのワーキングペーパー(SciREX Working paper WP_2021_#3～#5)は前述著書の⑵概況把











と 2019 年度に行った DII セミナー（計４回＋１回を 2020 年度に実施）は、政策研究大学院政策研究センター長期学術
会議支援事業(2018年度分)と、SciREXセンターのからの支援（2019年度分）を得て実施された。 












表 1 1章～3章の初出一覧 
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Corporate Social Responsibility (CSR), a form of social contribution by 
companies, has a long history conducted purely as a philanthropic activity. The 
author proposes a new model of "Corporate Social Responsibility (CSR)" to promote 
the Sustainable Development Goals by using Disruptive and Inclusive Innovation 
(DII), based on a case study in India. Previously, the author named the Indian 
government's mandate for companies to spend 2% of their net profits on CSR as "CSR 
1.0". This time, what he further proposes as "CSR 2.0" is a "doing good and 
succeeding" model that creates equal opportunities to increase wealth. 
CSR 2.0 is strongly linked to inclusive innovation. Inclusive innovation means 
"efforts to create, acquire, absorb, and distribute knowledge with the direct goal 
of meeting the needs of low-income or base of pyramid (BoP) populations." The focus 
of inclusive innovation is "to provide high-performance products, services, and 
experiences at very low cost to those whose needs are not well attended to." In 
order to achieve CSR 2.0, the authors define "ASSURED" innovation as A (Affordable), 
S (Scalable), S (Sustainable), U (Universal), R (Rapid), E (Excellent), and D 
(Distinctive). 
The key to ASSURED innovation is to move away from a "technology push product 
out" approach to a "customer-centric, market-based" approach. The key to ASSURED 
innovation is to move away from a "technology push product-out" approach to a 
"customer-centric market-based" approach and to create new platforms for global 
growth that are rooted in the needs of emerging markets and that span the entire 
economic pyramid. We need to move from a mindset of competing for a fixed share of 
the market to a new market-based and new funding approach that will help us take 
a bigger share. What is fundamentally needed here is to believe that happiness, 
health, prosperity, and peace are fundamental human rights. 
In addition, government plays three major roles in ASSURED innovation. (1) the 
government's large procurement budget allows it to be the most influential and 
demanding customer, driving innovation. (2) to promote innovation, either 
indirectly by setting regulations or directly by changing the demand for certain 
products and services. (3) by setting standards, demand for innovation is created 
and market dominance is created. 
 ASSURED innovation can be useful in any country for three reasons. First, it can 
bring about social harmony by creating equality of access. Second, affordability 
leads to increased scale, which brings equality to people. Third, being first-





class can respond to the people's growing desire for high quality products and 
services on the one hand, and open up opportunities to enhance export 
competitiveness to global markets on the other. 
  















1 CSR 1.0 成功したうえで善いことをする 
 












                                                   
3企業が社会や環境と共存し、持続可能な成長を図るため、その活動の影響について責任をとる企業行動であり、企業
を取り巻くさまざまなステークホルダーからの信頼を得るための企業のあり方を指す。 
4自動車や IT、鉄鋼、食品など 7 業種・100 社超で構成されているインド最大の財閥。2017 年 3 月期の売上高は 1000 億





りピッツバーグにカーネギー工科大学 (Carnegie Institute of Technology)  (CIT)、ワシントン D.C.にワシントン・カーネ
ギー協会が創設された。累計 3 億 5000 万ドルを寄付していたと言われている。 




模は全米第 2 位の 121 億ドルであり、2015 年度は 1570 事業に対して約 6 億 1061 万ドルの補助を行った。 
9 リヴァーヒューム・トラストは、イギリスの国家助成財団であり、リヴァー・ヒューム子爵によって 1925 年に設立
された。研究と教育目的の奨学金の補助を行ったことから始まる。 























れが「CSR 2.0」なのです。  
 














































































































• 私たちは、高速の 4Gインターネットを、ギガバイトあたり 10セントで提供し、さら
にインドのような広大で多様性のある国で、音声通話を無料にすることができるか？ 




• 私たちは、持ち運び可能で体を傷つけない、従来型デバイスの 3分の 1のコストの眼
科向け画像装置を作ることができるか？ 































リライアンス・ジオ・インフォコム（ジオ）（Reliance Jio Infocomm Ltd. (Jio.)11）の参
入で大いに盛り上がりました。今日では多くのインド人が、ジオの回線を使って無料通話と



















電力を 3分の 1に抑えています。同様に重要なインフラ開発として 25万ルートキロメート
ルの光ファイバーケーブルの敷設があります。その開発は、ハイテクの掘削建機を使って、
わずか 2 つの穴を掘りファイバーを地下深くに埋設することで実現されました。それが
                                                   
11 リライアンス・インダストリーズ傘下のインドの携帯電話会社。同社は、通話やデータ通信を無料にするキャンペー
ンを展開し、その後の料金設定も割安にして契約者を獲得。実質無料の端末で契約者の裾野を広げた。財閥傘下の資金
力を背景とした低料金戦略が奏を功し、ジオは参入から 1 年強でシェアを 14%にまで伸ばした。契約者数は 17 年時点
で 1 億 6 千万人を突破。 
12 グリーンフィールドとは、ブラウンフィールドと対比される表現であり、何も整備されていない状態を指す。本文で




14 インドで 2010 年から始めた独自のマイナンバー制度。アーダールはヒンディー語で「基礎」を意味する。政府が身
分を保証しているため、個人にとっては銀行口座や携帯電話を持つことが容易になるというメリットがある。 
15 KYC とは、「Know Your Customer（顧客確認）」の略であり、オンラインで本人確認を完結するサービスを指す。 






































                                                   
16 ルピーの年間賞(annual award of Rs)である。この賞は革新の促進・推進を意図しており、インドの恵まれない人々が
直面する問題に取り組み、独自の実行可能な解決策（アイデア、試作品、または商品化された製品、サービス、および
ビジネスモデル）を提供した個人あるいは組織に賞金が授与される。 


































                                                   
17乳がん検診の画期的な診断装置。数分間で放射線を用いずに、触診不可能なしこりを識別する世界初の装置である。
痛みも生じないことから、12 か国で 20 万人を超える女性がこれまでに利用した。 
18 アメリカ合衆国保健福祉省（Department of Health and Human Services: HHS）下の政府機関。連邦食品・医薬品・化粧
品法を根拠とし、医療品規制、食の安全を責務とする。 
19商品がすべての EU (欧州連合) 加盟国の基準を満たすものに付けられる基準適合マーク。正しい CE マーキングのあ
る製品は、EU 域内の自由な販売・流通が保証される。大半は製品の安全性にかかわるものだが、近年では、環境性能
基準への適合を CE マーキングによって宣言することが求められるようになった。 
20 アメリカ合衆国の企業で、世界最大のコングロマリット企業ゼネラル・エレクトリック社の構成企業の一社。GE ヘ
ルスケア社の製品は医療画像処理、情報技術、医療診断、患者監視システム、創薬、バイオ医薬品製造技術など多岐に
わたる。日本企業の横河電機とは GE 横河メディカルシステムを立ち上げている。 












































































                                                   
21 デングウイルスが原因の感染症であり、熱帯病の一つである。蚊の吸血活動を通じて、ウイルスが人から人へ移り、
高熱に達することで知られる一過性の熱性疾患であり、症状には、発熱・頭痛・筋肉痛・関節痛、はしかの症状に似た


























ル（Doodle on Mail）機能も備えていました。 
ジャーナリストのブルース・スターリング（Bruce Sterling24）氏は『ニューヨークタイ
ムスマガジン』で次のように書いています。「2001年の最も重要なイノベーションは、ピカ
ピカのアップルのチタン製パワーブック G4でも、マイクロソフトの Windows XPでもなく、
シンピューターである。劇的なまでにシンプルでポータブルなコンピューターは、コンピュ
ーター革命を第三世界にもたらすことを目的としている…」。 









政府のアプローチの根拠には 3 本の柱がありえます。第 1 に、政府は革新的な小企業に
とっての「最初の顧客」、「初期採用者」としての役割を果たし、結果として生じるリスクに
対処します。それによって、彼らが後に世界市場での競争に伍していくことができるよう、
                                                   
23 1999 年 11 月に設立された NPO、シンピュータ・トラストが設計。Simputer とは"simple, inexpensive and multilingual 
people's computer"（「シンプルで低価格な、色々な言葉の人のためのコンピューター」）の略である。 
24 アメリカ、テキサス州出身の小説家、SF 作家、ジャーナリスト。幼少期はインドで暮らした経験を持つ。 




































                                                   
25 1988 年からインド政府によって進められた教育改革。インド国民全員が読み書きできるようになる、という目標の
下実行された。識字キャンペーンは 8000 万人に及ぶ 15～35 歳の非識字人口を対象に、 機能的（Functional）識字の教
育機会を与える主要な戦略モデルであった。 達成目標を２段階に分け、1990 年までに 3000 万人、1995 年までにはさ
らに 5000 万人が識字者となるよう目標設定した。 
26 1924 年ペシャワール（現パキスタン）生まれ。タタ・コンサルタンシー・サービシズ（TCS）初 代 GM・CEO 就
任。インド初のソフトウェア産業を 立ち上げ牽引。「インドソフトウェアの父」として知られる。 





































































































































































































































6. 国際的な協働と学びを支援する呼びかけ  
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